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   １   はじめに 

 

    春日井市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）は、女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「法」という。）第 15 条に基づき、策定する計画である。 

    なお、法第 15 条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣

府令（平成 27 年内閣府令第 61 号。以下「内閣府令」という。）第２条に基づき、女性職員の職業生活における活躍に関する状

況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結果、最も大きな課題に対応するものから順に女性職員の活躍を推進するため、

３のとおり目標を設定する。 

 

   ２   計画期間 

 

     平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間 

 

   ３   目標 

 

（１） 男性の育児休業取得率を１０％以上、配偶者出産休暇取得率を９０％以上、育児参加のための休暇取得率を４０％以上とする。 

（２） 事務職・技術職及び消防職の採用試験受験者の女性割合を平成２６年度比プラス１０％とする。 

   ※ 平成２６年度採用試験受験者の女性割合 事務職・技術職：３５．５％、 消防職：２．９％ 

（３） 職員の１年間の超過勤務時間数を、１人当たり平均１００時間以内にする。 

（４） 一般行政職（事務職・技術職、医療（２）（病院以外）及び医療（３）（病院以外））の課長補佐級以上に占める女性職員の割

合を１０％以上とする。 

◎ 以上の目標を平成３３年３月３１日までに達成する。 
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 ４   用語の定義 

（１）  職員の区分 

   本計画を策定するにあたり、状況を把握するために以下のとおり職員を区分した。 

Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ．Ｎｏ． 職員の区分職員の区分職員の区分職員の区分 含まれる職種含まれる職種含まれる職種含まれる職種 

１ 事務職・技術職 【事務職】一般事務職、社会福祉士等【技術職】土木・建築・化学・機械・電気・栄養士等 

２ 保育職 保育士 

３ 消防職 消防職員 

４ 医療（１） 医師 

５ 医療（２） 薬剤師、臨床検査技師、臨床工学技師、歯科衛生士等の医療技師 

６ 医療（３） 助産師、（准）看護師、保健師 

７ 医療（２）病院以外 上記５のうち市役所に勤務する歯科衛生士 

８ 医療（３）病院以外 上記６のうち市役所に勤務する看護師及び保健師 

９ 現業員 環境部現業員、学校用務員、保育園調理員等 

１０ 嘱託職員・臨時職員 非正規の職員 

 

（２） 休暇等制度 

    本計画に関する休暇等の制度概要 

休暇等の種類休暇等の種類休暇等の種類休暇等の種類 制度概要制度概要制度概要制度概要 

年次有給休暇 １年度につき 20 日、１日又は１時間単位で取得できる。最大 20 日まで１年度の繰り越しができる。 

厚生休暇 １年度につき６日、１日単位で取得できる。年度の繰り越しはできない。 

育児休業 職員が職員の子を養育するために、その子が３歳に達する日（３歳の誕生日の前日）を限度に取得できる休業 

配偶者出産休暇 職員の妻の出産に係る入院日から出産後 14 日以内において２日 

育児参加のため

の休暇 

職員の妻が出産する場合に、産前休暇期間から当該出産の日後 8 週間を経過する日までの期間にある場合に

おいて、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子(妻の子を含む。)を養育する場合に、５日

の範囲内 



３ 

                                                       
 

 

５ 目標達成のための方策  

【目標】 

（１） 男性の育児休業取得率を１０％以上、配偶者出産休暇取得率を９０％以上、育児参加のための休暇取得率を４０％以上とする。 

 

《  目標を達成させるための考え方  》           《達成のための方策例》 

                           

                                 

                           

                                                    

          

                                               

 

平成２８年度から実施   

   

                                                           

 

 

 

                                               

           

 

 

                                                          

平成２８年度から実施   

職員のキャリア意識の改革 平成 27 年度に「子育て介護

ガイドブック」を作成し、服務、

給与、共済等の子育てに関する

支援措置を網羅したほか、管理

監督者向けの内容を盛り込ん

だ。 

 休暇取得率の増加率を観察

し、必要に応じ当該ガイドブッ

クを利用した啓発を行う。 

長期間休むことへの不安を払拭す

るため、育児休業等の取得手続や経

済的な支援等について情報提供を行

う。 

入庁２年目～３年目の若手職

員及び、結婚・出産を経験する

者が多い年齢層（２０代後半～

３０代前半）の職員を対象に、

キャリア形成に関する研修を実

施する。 

 育児休業取得率の男女差の根

底には、キャリアに対する考え

方の違いがあると思われる。 

 男性職員についても、育児休

業取得を含めたキャリア形成へ

の意識付けを行う。 
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【目標】 

（１） 男性の育児休業取得率を１０％以上、配偶者出産休暇取得率を９０％以上、育児参加のための休暇取得率を４０％以上とする。 

 

《  目標を達成させるための考え方  》           《達成のための方策例》 

 

 

                                         

 

 

 

 男性職員の育児参加を促進するため

に、休暇制度を周知する。 

 特に、管理監督者へ周知することで、

育児のための休暇を取得しやすい環境

づくりを促す。 

研修等において、育児休業制度等の制

度説明を行う。 

新人研修等や、看護局及び保育職向

けの研修に出向き制度説明を行う。 

所属長は、育児休業、育児短時間勤務

及び部分休業の取得の申出があった場

合、業務分担の見直しを行う。 

人事当局が毎年１２月に次年度の

育児休業、育児短時間勤務及び部分休

業の取得予定を調査する。所属長は調

査結果に基づき業務の見直しを行う。 

 また、調査時に職員に向け、制度周

知を行い、ニーズを掘り起こす。 

男性も育児休業等を取得しや

すい環境の整備 

平成 27 年度に子育て「介護

ガイドブック」を作成し、服務、

給与、共済等の子育てに関する

支援措置を網羅したほか、管理

監督者向けの内容を盛り込ん

だ。 

 休暇取得率の増加率を観察

し、必要に応じ当該ガイドブッ

クを利用した啓発を行う。 

平成２８年度から実施 

平成２８年度から対象職種拡大 

平成２８年度から周知強化 
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 【目標】 

（２） 事務職・技術職及び消防職の採用試験受験者の女性割合を平成２６年度比プラス１０％とする。 

   ※ 平成２６年度採用試験受験者の女性割合 事務職・技術職：３５．５％、 消防職：２．９％ 

 

 

《  目標を達成させるための考え方  》           《達成のための方策例》 

                              

                                   

 

 

                                                  

                                                           

                                       

                                                          

 

 

                                                          

             

 

                                    

 

                                                           

                                                       

                                                         

 

 

採用試験申込者に占める女

性割合の向上 

特に、男性職場という印象を持たれや

すい消防職と、採用試験受験者に占める

女性割合が小さい事務職・技術職につい

て、募集方法を工夫する。 

 

 毎年作成する採用案内におい

て、募集する職種の若手職員に取

材をし、出演させている。 

 その若手職員を人選する際に、

女性職員を中心に人選し、女性職

員が活躍するイメージを抱きや

すくし、女性の採用試験受験を促

す。 

女性向けの採用説明会を開催し

たり、女子大学での学内就職説明

会へ積極的に参加する。 

平成２８年度から実施 

平成２８年度から実施 
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【目標】 

（３） 職員の１年間の超過勤務時間数を、１人当たり平均１００時間以内にする。 

 

《  目標を達成させるための考え方  》           《達成のための方策例》 

                                                           

 

 

 

           

 

 

 

 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就業習慣への働きかけ 

一斉定時退庁日等を設け、超過勤

務が常態化しないようにする必要

がある。 

定時退庁ができない職員が多い部署を

人事当局が把握し、場合によっては、管

理職員へ働きかける。 

火・木曜日ノー残業デーする。また、

時間外勤務を実施する場合は、所属長

をはじめ、管理職が適切に労務管理を

行うようにする。 

平成２７年度から強化実施中 
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【目標】 

（３） 職員の１年間の超過勤務時間数を、１人当たり平均１００時間以内にする。 

 

《  目標を達成させるための考え方  》           《達成のための方策例》 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

          

  

 

  

前段は平成１７年度から実施 

後段は平成２７年度から実施中 

 

 

 

 

 

 

超過勤務の縮減のための職

員１人ひとりへの啓発等 

超過勤務縮減のための指針を策定し、

周知を図る。 

超過勤務の多い（月１００時間超又は、

２月を平均して月８０時間超の）職員に

対し産業医面談を実施する。 

また労務管理に疑義がある場合は、所属

長に対し、人事当局がヒアリングを行う。 

人事当局から超過勤務縮減について、

全庁に通知する。 

超過勤務の多い職員に対する保健指導

を実施する。 

人事当局において、毎月各所属の超過

勤務の状況を把握する。 

業務改善を提唱し、勤務の見直しを積

極的に進める。 

業務改善運動を展開し、改善報告につ

いて、積極的にＰＲする。 

毎年実施 

平成２１年度から実施中 
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【目標】 

（４） 一般行政職（事務職・技術職、医療（２）（病院以外）及び医療（３）（病院以外））の課長補佐級以上に占める女性職員の割

合を１０％以上にする。 

 

《  目標を達成させるための考え方  》           《達成のための方策例》 

 

                               

女性職員の 

さらなる人材育成 

 課長補佐級未満の女性職員に対し、研

修等を通じて育成をすることで、女性の

積極的登用の可能性を広げる 

マネジメントを中心に、管理・監督者

として必要な知識や考え方を修得できる

研修を実施する。または、派遣研修の機

会を提供する。 

平成２８年度から強化 


